
区 分
令 和 ４ 年 度
予 算 額

（A）

令 和 ５ 年 度
概 算 要 求 額

（B）

対 前 年 度
増 △ 減 額
（B-A）

対前年度
比率（％）
（B/A）

水道施設整備費等
［７８，９１６］
［３９，３７３］ ６３，９２６ ２４，５５３ １６２．４

水 道 施 設 整 備 費 補 助
［１９，３６１］
［１６，８４８］ １６，８４９ １ １００．０

指 導 監 督 事 務 費 等 ［８８］ ８７ △１ ９８．５

災 害 復 旧 費
［８９９］
３５６］ ３５６ ０ １００．０

耐 震 化 等 交 付 金
［５８，２９１］
［２１，８０４］ ４６，３８０ ２４，５７６ ２１２．７

東日本大震災災害復旧費 ［２７７］ ２５４ △２３ ９１．７

水道施設整備費等（再掲）

※災害復旧費（東日本含む）を除いた場合

［７７，７４０］
［３８，７４０］ ６３，３１６ ２４，５７６ １６３．４

注１）厚生労働省、内閣府（沖縄）、国土交通省（北海道、離島・奄美、水資源機構）、復興庁計上分の総計。
注２）百万円単位未満を四捨五入しているため、合計額は一致しない。
注３）令和４年度予算額欄の上段［ ］書きは、令和３年度補正予算額を含んだ額。
注４)「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」に基づく水道施設の耐災害性強化対策等については、予算編成過程

で検討する。（事項要求）

（単位：百万円）
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令和５年度水道施設整備関係予算概算要求の概要



水道施設整備費 年度別推移（平成22年度予算～令和５年度要求）

【主な事業】

○ 水道施設等耐震化事業
・災害等緊急時における給水拠点の確保のために行う配水池等の整備や浄水施設等の基幹水道構造物及び基幹管路の耐震化等
（「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」に基づく耐震化事業を含む。）

○ 水道事業運営基盤強化推進等事業
・水道事業の広域化（事業統合または経営の一体化）に必要な施設整備や広域化後に耐震化対策等として実施する施設整備等

○ 水道事業におけるIoT・新技術活用推進モデル事業
・IoT・新技術を活用した事業の効率化や、付加価値の高い水道サービスの実現のための施設整備等

生活基盤施設耐震化等交付金

【概要】
地方公共団体が整備を行う水道施設の耐震化等を推進するため、都道府県が取りまとめた水道施設の耐震化等に関する事業計画（生活基盤耐震化等事業

計画）に基づく施設整備に対して支援を行う。

２ 事業の概要

水道施設整備費補助金

１ 事業の目的

３ 実施主体等

○実施主体：地方公共団体が経営する水道事業者 等 ○補助（交付）先：地方公共団体 ○補助率：１／４、１／３、４／１０ 等

水道事業又は水道用水供給事業を経営する地方公共団体に対し、その事業に要する経費のうち一部を補助（交付）することにより、国民生活を支えるライフ
ラインである水道について、水道施設の耐災害性強化及び水道事業の広域化を図るとともに、安全で良質な給水を確保するための施設整備や、水道事業のIoT活
用等を進める。

【概要】
水道事業又は水道用水供給事業を経営する地方公共団体に対し、安全で質が高い持続的な水道を確保するため、その事業の施設整備に要する費用の一部

を補助する。

○ 簡易水道等施設整備費補助
・布設条件の特に厳しい農山漁村における簡易水道の施設整備事業

○ 水道水源開発等施設整備費補助
・ダム等の水道水源施設整備事業
・水源水質の悪化に対処するための高度浄水施設整備事業
・「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」に基づく非常用自家発電設備等の整備事業

水道施設整備費補助金等の概要
令和５年度概算要求633億円＋事項要求（令和４年度当初予算387億円）

（令和３年度補正予算390億円）
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広域化事業による施設の統廃合に伴い、新たに整備する水道施設と関連性・連続性がある水道施設（浄水施設、配

水施設であり、新設する施設と同数以下に限る。）を廃止する場合の撤去費用を交付対象とした。

広域化（経営の一体化）に伴い、簡易水道事業が特定簡易水道事業に該当することになった場合においては、経営
の一体化を実現した年度を含め10年間は、特定簡易水道事業として取り扱わないこととした。

簡易水道事業を統合した上水道事業が実施する旧簡易水道施設の整備について、経営戦略を策定しており、上水
道事業における旧簡易水道施設の給水人口比率が10%以上である場合など、一定条件を満たす場合は交付対象とす
ることとした。

ＩｏＴ技術を活用せずに実施する、事業の効率化や付加価値の高い水道サービスの実現を図るための新技術の導入
事業についても交付対象とした。

①広域化事業の実施に伴う水道施設の撤去費用

②広域化に伴い特定簡易水道事業に該当する場合の経過措置

④新技術に対する支援

③旧簡易水道事業の施設整備に対する支援

令和４年度の生活基盤施設耐震化等交付金等に関する制度改正事項
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○運営基盤強化等事業

○生活基盤近代化事業

○水道事業におけるＩｏＴ・新技術活用推進モデル事業


